【様式２－３】

誓約書（法人用）

年　　月　　日

横浜市長
所在地
法人名
代表者職氏名

仲卸業者等デジタル化・脱炭素化支援補助金の交付申請にあたり、当法人が次に掲げるすべての事項について確認し、誓約します。


	誓　　　約　　　事　　　項
	チェック欄

	１　横浜市補助金等の交付に関する規則（平成17年11月横浜市規則第139号）及び仲卸業者等デジタル化・脱炭素化支援補助金要綱を含む横浜市の補助金に関する要綱の規定に違反したこと等により、市長が補助金の交付決定の取り消したときから、１年を経過しない者ではありません。
また、市長が交付した補助金の返還を命じている場合に規定される補助金の返還が完了してから１年を経過しない者ではありません。
（仲卸業者等デジタル化・脱炭素化支援補助金要綱第４条第２項第１号）

	


□

	２　国、横浜市、他の地方公共団体、独立行政法人、地方独立行政
法人、学校法人等の補助事業の対象となった経費は、本補助金の　
対象経費に算出していません。
（仲卸業者等デジタル化・脱炭素化支援補助金要綱第６条第５項）

	

□








　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【様式２－４】

誓約書
（個人事業者用）

年　　月　　日


横浜市長
住所
商号
事業主氏名

仲卸業者等デジタル化・脱炭素化支援補助金の交付申請にあたり、私が次に掲げるすべての事項について確認し、誓約します。

	誓　　　約　　　事　　　項
	チェック欄

	１　横浜市補助金等の交付に関する規則（平成17年11月横浜市規則第139号）及び仲卸業者等デジタル化・脱炭素化支援補助金要綱を含む横浜市の補助金に関する要綱の規定に違反したこと等により、市長が補助金の交付決定の取り消したときから、１年を経過しない者ではありません。
また、市長が交付した補助金の返還を命じている場合に規定される補助金の返還が完了してから１年を経過しない者ではありません。
（仲卸業者等デジタル化・脱炭素化支援補助金要綱第４条第２項第１号）

	


□

	２　国、横浜市、他の地方公共団体、独立行政法人、地方独立行政
法人、学校法人等の補助事業の対象となった経費は、本補助金の　
対象経費に算出していません。
（仲卸業者等デジタル化・脱炭素化支援補助金要綱第６条第５項）

	

□




